（様式１）
現地見学参加申込書
令和　　年　　月　　日

広島県知事　宛


[bookmark: _Hlk178853160]東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集要項に基づき、次のとおり申し込みます。

	事業者名
	

	所在地
	

	担当者部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅメールアドレス
	

	参加者部署名・役職・氏名
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	備考
	


（注）
１　参加者は１事業者につき５名以内とさせていただきます。
２　現地見学の日程調整の参考とするため、事業予定者募集への応募に当たって、事業者グループを組む予定がある場合は、備考欄にその相手方の事業者名を記入してください。
３　現地見学は、参加事業者の費用負担により行うものとし、当該事業者の責任において原状回復を実施すること。
４　参加事業者の責任において安全管理を徹底するとともに、見学時に敷地内で事故及び紛争、第三者からの苦情等が発生した場合においては、すべて事業者の責任において処理すること。


（様式２）

東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集
参加資格確認申請書

　　令和　　年　　月　　日
広島県知事　宛

[応募者名]
　
　　[代表法人]
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集要項及び日本国の各種法令等を遵守した上で、東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集に参加したいので、必要書類を添付して申請します。
なお、東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集要項に掲げる参加資格を満たしていること及び添付書類の内容について、事実と相違ないことを誓約します。

	担当者部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅメール
	


（注）
１　応募者名は審査結果の通知にあわせて公表することとしており、事業者が類推できない名称としてください。また、本様式を含めすべての様式において、応募者名の扱いは同様とします。
２　複数の事業者により構成される事業者グループによる応募の場合は、代表法人以外の構成員となる事業者を構成員調書（様式４）に記入、押印し、提出してください。


（様式３）

東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集要項等に関する質問書
令和　　年　　月　　日

広島県知事　宛
[応募者名]
　
　　[代表法人]
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集要項等について、次のとおり質問します。
	１
	質問箇所
	（項目名）
	

	
	
	（ページ）
	

	
	その他
	（募集要項に記載がないものの場合に質疑のタイトルを記載）


	
	質問事項
	

	２
	質問箇所
	（項目名）
	

	
	
	（ページ）
	

	
	その他
	（募集要項に記載がないものの場合に質疑のタイトルを記載）


	
	質問事項
	


（注）欄が不足する場合は、適宜、欄を追加してください。
[担当者連絡先]
	担当者部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅメールアドレス
	




（様式４）
構成員調書
令和　　年　　月　　日

広島県知事　宛

東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集について、次の応募者
（代表法人）の構成員として申し込みます。
なお、当事業者グループの代表法人は、当該提案募集に関する一切の権限を有することを承認しています。

	応募者
	（応募者名）


	
	（代表法人の称号又は名称）




	構成員
	（所在地）


	
	（事業者名）


	
	（代表者氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




	構成員
	（所在地）


	
	（事業者名）


	
	（代表者氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



（注）欄が不足する場合は、適宜、欄を追加してください。


（様式５）

申　立　書
令和　　年　　月　　日
広島県知事　宛

[応募者名]

　　[代表法人]
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

[構成員] 
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集への応募に当たり、下記のとおり申し立てます。なお、参加資格確認のため、納付状況について広島県の課税台帳等により確認されることに同意します。

記

１　広島県内に事務所、事業所を有しておりません。
２　広島県内に固定資産を有しておりません。
３　広島県内に居住する従業員又は広島県内に居住した従業員に係る住民税の特別徴収義務者ではありません。
４　その他、広島県に納付すべき確定した徴収金は、ありません。



※１　この申立書は、広島県内に事業所等がない（広島県に納税義務がない）場合に提出してください。
※２　事業者グループでの応募の場合、本書を構成員ごとに作成し、提出してください。
 

（様式６）

誓　約　書
令和　　年　　月　　日

広島県知事　宛

[応募者名]

　　[代表法人]
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集への応募に当たり、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）の統制下にないことを誓約します。
なお、参加資格確認の判断に当たり、別添の役員等名簿に記載の者について、関係する官公署に照会することに同意します。また、役員名簿に記載された全ての役員に同趣旨を説明し、同意を得ています。
万が一、事実と本誓約書が相違する場合は、本募集に係る参加資格を取り消されることについて異議を申し立てません。


添付資料　　第６号様式（別紙）　役員名簿


（様式６【別紙】）
役　員　名　簿
	名　称
	
	

	No.
	役職名
	フリガナ
	生年月日
	性別
	〒
	住所

	
	
	氏名
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	明・大・昭・平
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	


注1） 　本用紙への記載事項は、募集要項に定める参加資格の確認を目的として、警察当局に情報提供します。
注2） 　法人登記の現在事項全部証明書に記載されている役員全員を記載し、現在事項全部証明書を添付すること。
注3） 本用紙に全役員を記入できない場合は、用紙をコピーして、記入漏れの無いようにすること。


（様式７）

東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集
参加資格確認結果通知書

令和　　年　　月　　日

（代表法人名）　様

広島県知事
東広島市河内町大仙地区県有地
利活用事業に係る事業予定者募集事務局
                                         　（公印省略）

令和　　年　　月　　日付けで申請の、東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集の参加資格確認申請について、確認結果を次のとおり通知します。

	募集名
	東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集

	東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集の参加資格要件の適否
	適　・　否

	
	募集の参加資格要件に適合しないと認めた理由
	


（注）東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集の参加資格要件に適合しないと通知された者は、募集要項Ⅱ２⑶に掲記する東広島市河内町大仙地区県有地利活用に係る事業予定者募集事務局に対してその理由説明を求めることができます。この説明を求める場合は、令和　年　月　日までに、その旨を記載した書類を提出してください。


（様式８）
東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業提案書

令和　　年　　月　　日

広島県知事　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　  [応募者名] 

　　[代表法人]
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



	担当者部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅメールアドレス
	




（様式９）　提案概要書の様式
Ａ３判　1枚目
	提案番号
	（空白）
	提案名称
	

	提案機能
	工業機能　物流機能　研究開発機能　商業・業務機能　福祉・医療関連機能　
レクリエーション機能（提案内容に該当する機能を「□で囲んでください。）

	提案の概要
（事業提案書中の事業コンセプト、実施体制、全体計画図の内容をまとめて通覧的に記載すること。）

	事業期間及び概算事業費
（様式10の年次別事業計画書及び様式●の年度別事業収支計画との整合を図ること）



Ａ３判　2～3枚目
	提案番号　　　
	（空白）
	提案名称
	

	提案対象地
	（図面及び地区Ａ・Ｂごとの面積を示すこと。）

	事業の効果（経済効果）
	（事業計画書の記載内容を要約して記載すること。）

	事業の効果（地域貢献）
	（事業計画書の記載内容を要約して記載すること。）

	地域住民等の生活・事業環境保全に関する計画
	（事業計画書の記載内容を要約して記載すること。）

	この提案で最も強調したい内容
	


※　表中（　　）は記載上の留意点を示す。
　※　提案概要書（１～３枚目）は、審査結果の通知に併せて公表することとしていますので、事業者が類推できる表現を使用しないこと。
　　　なお、事業者が類推できる表現がある場合、公表時に事務局で一部表現を修正する場合があります。


（様式10）　年次別事業計画書
	項目
	●年度
	●年度
	●年度
	●年度
	●年度
	●年度

	
	
	
	
	
	
	


　留意事項：　Ａ３判で作成提出すること。項目が多岐にわたる場合は複数ページとなって差し支えない。
　　　　　　　年度数は適宜増減すること。
　　　　　　　地区ごとの主要な工事期間や完成した土地区画、施設設備の供用開始時期などを矢印で示すことにより、事業計画書で示す利活用事業がどのように進捗するのかが通覧できるように作成すること。

（様式11）　概算事業費等調書の参考様式（内容項目は提案する事業内容に沿ったものとする）
[image: ]



















（様式12）　開業前資金計画の参考様式
[image: ]留意事項：１ 項目は参考例示であり、提案内容により応募者が適宜修正するものとする。
２必要となるすべての初期資金を記入すること。
３ 開業前必要資本金合計は、資料14の「年度別事業収支計画の参考様式」の開業前の資本的支出と同額とすること。


（様式13）　開業前資金調達の参考様式
[image: ]留意事項：１ 項目は参考例示であり、提案内容により応募者が適宜修正するものとする。
２金融機関からの借入を予定している場合は、可能な限り、関心表明等を提出してください。



9

（様式14）　年度別事業収支計画の参考様式
[image: ]


（様式15）
買取希望価格提案書

令和　　年　　月　　日

広島県知事　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　  [応募者名]

　　[代表法人]
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


[bookmark: _Hlk178854395]東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集おける買取希望価格を、次のとおり提案します。

	地区
	１㎡当たり単価

	
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	地区Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	地区Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	
	



※１　金額は、算用数字を右詰めで記入し、最初の数字の前に「 \ 」を記入してください。
※２　提案対象地の存しない地区については、なんらの記入をする必要はありません。


（様式16）

東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者の
審査結果通知書


令和　　年　　月　　日


（代表法人名）　様


広　　島　　県　　知　　事


　令和　　年　　月　　日付で提案書を提出していただいた「東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集」について、次のとおり審査結果を通知します。


　１　審査結果



　２　連絡事項



（様式17）
辞　退　届
　　令和　　年　　月　　日


広島県知事　宛
　
[応募者名]

　　[代表法人]
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集に対する参加資格確認申請書を提出しましたが、参加を辞退します。


（様式18）　
現地調査申請書
令和　　年　　月　　日

広島県知事　宛


東広島市河内町大仙地区県有地利活用事業に係る事業予定者募集要項に基づき、次のとおり現地調査を申請します。

	事業者名
	

	所在地
	

	担当者部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅメールアドレス
	

	調査実施期間
	

	調査の目的
	

	調査箇所
	
※図面も提出すること。

	調査の仕様
	

	備考
	


（注）
１　調査の仕様については、別紙による提出も可能とする。
image4.emf
１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目 １５年目 ２０年目 ２５年目 ３０年目

年間●●収入計

年間共益費計

・・・

その他収入計

営業収入合計

修繕費

維持管理費

年額地代

公租公課

損害保険料

減価償却費（建物）

減価償却費（設備）

・・・

営業費用合計

支払利息

受取利息

税引前利益累計

税引後利益累計

営業収入

受取利息

長期借入金等

入金合計

償却前営業費用

法人税等

借入金元利支払

資本的支出

出金合計

長期借入金残

・・・

留意事項 1　項目は参考例示であり、提案内容により応募者が適宜修正するものとする。

2　表頭の年次は参考例示である。様式10の事業計画内容と整合するような年次に区分して期間を設定し（できるだけ長期となることが望ましい）、計画を示すこと。

3　A3判で作成提出すること。内容によっては、複数ページとなっても差し支えない。

参考 負債

経常損益等

税引前利益

法人税等

税引後当期利益

前記剰余金累計

入金

出金

剰余金累計

（単位：千円）

区分

損益計算

資金計画


image1.emf
（単位：千円）

土地取得費

撤去費等

調査計画費

設計・監理費

建築工事費

設備工事費

外構工事費

近隣対策費

留意事項： 1 項目は提案内容により応募者が追加・修正して記入すること。

               2 土地取得費は合計額を記載すること。

　　　　　 　 3 周辺整備や環境整備などについても、漏れがないよう記載し、全体事業費を明確にすること。

4 提出はＡ3版とすること。



事　　業　　費

（施設別に記入）

　備　　　　　考　　 合　計

合　　　計

項　目

工

事

費

そ

の

他

土

地

取

得

・

調

査

設

計

費


image2.emf
（単位：千円）

項　　　目 金　額 算出法 備　考

土地取得・調査設計費 様式１１のとおり

工事費 様式１１のとおり

その他 様式１１のとおり

開業費

公租公課

建設期間中の金利

開業前必要資金　合計

留意事項： 1 項目は，提案内容により応募者が追加・修正して記入すること。

　　　　　　　2 必要となるすべての初期資金を記入すること。

　　　　　　　3 開業前必要資金合計は，資料10の「年度別事業収支計画の参考様式」の開業前の

　　　　　　　　資本的支出と同額とすること。


image3.emf
（単位：千円）

項　　　目 金　額 出資者・金融機関名等 備　考

自己資金

長期借入金

出資金

敷金

保証金

その他

開業前資金調達合計

留意事項：1 項目は，提案内容により応募者が追加・修正して記入すること。

　　　 　　 ：2 金融機関からの借入を予定しいる場合，可能な限り，関心表明等を提出してください。


